
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
高水分含有処理物を燃焼させる燃焼炉と、
　当該燃焼により発生した燃焼排ガスにより駆動されるガスタービンと、
　前記ガスタービンによって駆動されるコンプレッサーと、
　前記コンプレッサーで加圧された圧縮空気の一部が供給される酸素ＰＳＡ装置と、
　加圧された圧縮空気の残部を利用する圧空利用手段と、
　前記ガスタービンを駆動させた後の排ガスを熱源として、前記酸素ＰＳＡ装置からの高
酸素濃度の圧縮空気を予熱する予熱器と、
　前記高水分含有処理物を燃焼炉内に噴射する噴射装置と、
　補助燃料を燃焼炉内に噴射する噴射装置と、を備え、
　前記予熱器からの高酸素濃度の圧縮空気の少なくとも一部が各噴射装置の前段で混合さ
れ、高酸素濃度の圧縮空気とともに高水分含有処理物と補助燃料とが各々燃料炉内に噴射
可能に構成されているとともに、
　前記予熱器の後段に排ガスを冷却する排ガス処理装置が設けられている、ことを特徴と
する高水分含有処理物の燃焼処理装置。
【請求項２】
前記ガスタービンにより駆動される発電機を備える請求項１記載の高水分含有処理物の燃
焼処理装置。
【請求項３】
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前記ガスタービンの駆動を補助する補助燃焼ガスを発生させる補助燃焼炉を備える、請求
項１又は２記載の高水分含有処理物の燃焼処理装置。
【請求項４】
高水分含有処理物の燃焼処理方法であって、
　常圧よりも高圧の状態の燃焼炉で高水分含有処理物を燃焼し、
　この燃焼により発生した燃焼排ガスをガスタービンに供給して駆動し、
　このガスタービンによりコンプレッサーを駆動し、
　前記コンプレッサーにより加圧された圧縮空気の一部を酸素ＰＳＡ装置に供給して高酸
素濃度の圧縮空気を生成し、
　前記ガスタービン駆動後の燃焼排ガスを用いて前記高酸素濃度の圧縮空気を加熱し、
　この加熱された高酸素濃度の圧縮空気を高水分含有処理物とともに前記燃焼炉に噴射供
給し、かつ、
　前記コンプレッサーにより加圧された空気の残部を燃焼処理装置系内または系外におけ
る燃焼炉以外の装置にて利用し、
　さらに高酸素濃度の圧縮空気の加熱に利用した燃焼排ガスは冷却処理する、ことを特徴
とする高水分含有処理物の燃焼処理方法。
【請求項５】
前記高水分含有処理物とは別に、補助燃料を加熱された高酸素濃度の圧縮空気の一部とと
もに燃焼炉に噴射供給する、請求項４記載の高水分含有処理物の燃焼処理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、有機物を含有する廃液や下水汚泥等の高水分含有処理物を燃焼炉内で燃焼さ
せて処理する高水分含有処理物の燃焼処理装置および燃焼処理方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　有機物を含有する廃液や下水汚泥等の高水分含有処理物は、従来から燃焼炉を備えた燃
焼処理装置において燃焼して処理されている。この種の燃焼処理装置では、略大気圧すな
わち常圧とされた燃焼炉内に廃液がスプレーされ、同じく燃焼炉内に供給される燃焼用空
気によってこの廃液中の有機物成分が燃焼させられる。また、この有機物成分の燃焼だけ
では不足する熱量は、燃焼炉内に補助燃料を供給して燃焼することにより賄われる。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
　しかしながら、このように廃液や下水汚泥の有機物成分が燃焼させられることにより発
生した燃焼排ガスは、一般に誘引ファンによって誘引されて燃焼炉から排出され、集塵装
置により固形分が分離された後、排ガス処理装置において清浄化処理されて大気に放出さ
れるが、この燃焼排ガスからエネルギーを回収しようとした場合でも、従来は例えば上記
集塵装置と排ガス処理装置との間に予熱器を介装して燃焼排ガスの熱により上記燃焼用空
気を予熱する程度であって、専ら燃焼排ガスの熱エネルギーが利用されているだけであり
、この燃焼排ガスの有するエネルギーを十分有効に利用するには至っていない。
【０００４】
　本発明は、このような背景の下になされたもので、廃液や下水汚泥のような低発熱量で
高水分含有処理物を燃焼させて処理するに際し、その燃焼によって生じたエネルギーの一
層の有効利用を可能とすることを提供することを目的としている。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決し、上記目的を達成した本発明の燃焼処理装置は、
　高水分含有処理物を燃焼させる燃焼炉と、
　当該燃焼により発生した燃焼排ガスにより駆動されるガスタービンと、
　前記ガスタービンによって駆動されるコンプレッサーと、
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　前記コンプレッサーで加圧された圧縮空気の一部が供給される酸素ＰＳＡ装置と、
　加圧された圧縮空気の残部を利用する圧空利用手段と、
　前記ガスタービンを駆動させた後の排ガスを熱源として、前記酸素ＰＳＡ装置からの高
酸素濃度の圧縮空気を予熱する予熱器と、
　前記高水分含有処理物を燃焼炉内に噴射する噴射装置と、
　補助燃料を燃焼炉内に噴射する噴射装置と、を備え、
　前記予熱器からの高酸素濃度の圧縮空気の少なくとも一部が各噴射装置の前段で混合さ
れ、高酸素濃度の圧縮空気とともに高水分含有処理物と補助燃料とが各々燃料炉内に噴射
可能に構成されているとともに、
　前記予熱器の後段に排ガスを冷却する排ガス処理装置が設けられている、ことを特徴と
する高水分含有処理物の燃焼処理装置である。
　このときの上記燃焼炉内の圧力は０．２～１．０ＭＰａとされるのが望ましく、これを
下回ると排出される燃焼排ガスの圧力も小さくなって十分なエネルギーの利用を図ること
が困難となるおそれがある一方、逆にこの圧力を上回ると燃焼炉の耐圧性を大幅に高めな
ければならなくなって却って非経済的となるおそれがある。
【０００６】
　本発明においては、上記燃焼炉において発生した燃焼排ガスをガスタービンに供給し、
このガスタービンによりコンプレッサーを駆動させて、空気等のガスの加圧を行うが、そ
こで、コンプレッサーにより加圧された圧縮空気を上記燃焼炉に供給することによりこの
燃焼炉内を常圧よりも高庄の状態として処理物の燃焼を行うことができる。
【０００７】
　また、高水分含有物質を燃焼炉で処理すると、前記燃焼炉からの燃焼排ガスには多量の
水分が水蒸気として同伴されるため、この燃焼排ガス量でガスタービンを稼動させると、
上記燃焼炉に供給すべき空気量よりも、多量の圧縮空気が生成されるので、前記燃焼炉へ
は生成された圧縮空気の全部を供給せずに一部を供給するようにし、残部については、そ
の用途は限定されないが燃焼処理装置内のまたは燃焼処理装置に付随する種々の装置、例
えば、ポンプ手段、発電機、空調設備、計装設備等において利用するようにする。このよ
うに、残部を他のユーティリティーに利用するようにして燃焼排ガスの有するエネルギー
の十分な有効利用が図られる。ここで、本発明にかかるガスタービンおよびコンプレッサ
ーは、一般的な汎用のものであり、かかる一般的なガスタービンおよびコンプレッサーを
使用した場合には、十分に圧縮空気が余剰となる。
【０００８】
　また、前記ガスタービンにより酸素ＰＳＡ装置を駆動して、酸素ＰＳＡ装置によって発
生させられた酸素や高酸素濃度の圧縮空気を上記燃焼炉に供給することにより、燃焼炉内
における処理物の燃焼効率を向上させることができるとともに、燃焼排ガスの大部分が水
蒸気と二酸化炭素となるので、水蒸気を凝縮することで二酸化炭素の回収や除去が容易と
なる。
【０００９】
　さらにまた、上記ガスタービンにより発電機を駆動可能とすれば、燃焼排ガスのエネル
ギーを電力として回収することができる。なお、このガスタービンの安定運転を図ったり
、特に上述のようにコンプレッサーによる圧縮空気や酸素ＰＳＡ装置による酸素等を燃焼
炉に供給する場合において該燃焼炉の円滑な起動を図ったりするには、上記ガスタービン
に、上記燃焼排ガスとともに、補助燃焼炉において燃料を燃焼させて発生した補助燃焼排
ガスを供給可能とするのが望ましい。
【００１０】
【発明の実施の形態】
　本発明の実施の形態を図面を参照しながら詳述する。図１は、本発明の燃焼処理装置の
一実施形態を示すものである。図１において符号１で示すのは燃焼炉であり、この燃焼炉
１の上部にはスプレーノズル等を備えた複数（ただし、図１においては１つしか示されて
いない。）の処理物Ｐの供給口２が設けられており、これらの供給口２は、処理物供給管
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３により供給ポンプ４を介して処理物Ｐの貯槽５に接続されるとともに、この処理物供給
管３には燃焼用空気Ａの供給管６が接続されており、貯槽５に貯留された廃液や下水汚泥
等の高水分含有処理物Ｐは、供給ポンプ４によって昇圧されて燃焼用空気Ａとともに上記
供給口２から燃焼炉１内に噴霧されて供給され、燃焼させられる。
【００１１】
　また、燃焼炉１の上部には、やはりスプレーノズル等を備えた複数（ただし、やはり図
１においては１つしか示されていない。）の補助燃料Ｒの供給口７が設けられており、こ
れらの供給ロ７には、上記供給管６から分岐する燃焼用空気Ａの供給管８が接続された補
助燃料Ｒの供給管９が接続されており、補助燃料Ｒはこの燃焼用空気Ａとともに燃焼炉１
内に噴射させられて燃焼可能とされている。さらに、この燃焼炉１の炉底部には、処理物
Ｐに含有された無機分の灰を排出する灰分排出口１０が設けられるとともに、燃焼炉１の
炉頂部には、処理物Ｐを燃焼して発生した燃焼排ガスＧを排出する排気ロ１１が設けられ
ている。
【００１２】
　そして、この燃焼炉１の排気口１１に接続された排気管１２は集塵装置１３を介してガ
スタービン１４に接続されていて、燃焼炉１において発生した上記燃焼排ガスＧが、上記
集塵装置１３において該燃焼排ガスＧ中に含有された固形分を分離された後にこのガスタ
ービン１４に供給されて該ガスタービン１４を駆動させることとしている。さらに、この
ガスタービン１４を駆動した燃焼排ガスＧは予熱器１５に熱源として供給された後、排ガ
ス処理装置１６に送られて清浄化処理され、大気に放出させられる。
【００１３】
　ここで、上記ガスタービン１４にコンプレッサー１７が連結されて該ガスタービン１４
により駆動される。そして、このコンプレッサー１７には空気Ｂが供給可能とされており
、こうして供給された空気Ｂは当該コンプレッサー１７によって加圧されて圧縮された後
、その一部が上記予熱器１５に送られて燃焼排ガスＧの熱により加熱され、高温高圧の燃
焼用空気Ａとして上記供給管６，８に供給され、残部は他の圧空利用手段、例えば、昇圧
ポンプ、発電機、空調設備、計装設備等へと供給される。従って、本実施形態では、この
ようにコンプレッサー１７によって加圧された高圧の燃焼用空気Ａが燃焼炉１に供給され
ることにより、該燃焼炉１内では常圧よりも高圧の状態で上記処理物Ｐが燃焼させられる
こととなる。なお、本実施形態では、こうして高圧とされた燃焼炉１内の圧力は０．２～
１．０ＭＰａの範囲となるように設定されている。さらに本実施形態では、上記ガスター
ビン１４にこのコンプレッサー１７を介して発電機１８が連結されて駆動可能とされてお
り、コンプレッサー１７を駆動したガスタービン１４の余剰の駆動力によって発電が可能
とされている。
【００１４】
　さらにまた、上記予熱器１５から燃焼炉１に至る燃焼用空気Ａの供給管６には、上記供
給管８の他に供給管２６が分岐させられていて、この供給管２６は補助燃焼炉１９に接続
されている。一方、燃焼炉１の上記供給口７に補助燃料Ｒを供給する供給管９からも供給
管２０が分岐させられていて、この分岐管２０は上記補助燃焼炉１９に接続されており、
この分岐管２０から供給される補助燃料Ｒが補助燃焼炉１９において上記供給管２６から
供給される燃焼用空気Ａによって燃焼可能とされている。そして、この補助燃焼炉１９は
排気管２１を介して燃焼炉１からガスタービン１４に至る上記排気管１２に接続されてお
り、この補助燃焼炉１９における燃焼によって発生した補助燃焼排ガスＣが、これら排気
管２１，１２を介して上記ガスタービン１４に供給可能とされている。
【００１５】
　従って、このように構成された燃焼処理装置を用いた本発明の燃焼処理方法の実施形態
においては、廃液や下水汚泥等の高水分含有処理物Ｐは、上述のように加圧されて供給さ
れた燃焼用空気Ａによって常圧よりも高圧とされた燃焼炉１内で、その有機物成分が補助
燃料Ｒとともに燃焼されて処理される。そして、その際に発生した高温の燃焼排ガスＧは
、燃焼炉１内が高圧とされていることから高圧状態のまま排気口１１から排出されるので
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、その熱エネルギーを予熱器１５によって回収するのみならず、この燃焼排ガスＧが有す
る圧力のエネルギーも効率的に回収することができる。すなわち、この排気口１１に接続
された排気管１２が集塵装置１３を介してガスタービン１４に接続されており、この燃焼
排ガスＧのエネルギーはこのガスタービン１４の駆動力として回収される。このため、上
記構成の高水分含有処理物Ｐの燃焼処理装置によれば、この処理物Ｐの燃焼によって生じ
たエネルギーをより有効に利用することができ、エネルギー効率の向上を図って経済的な
廃液や下水汚泥等の処理物Ｐの燃焼による処理を促すことが可能となる。
【００１６】
　ここで、本実施形態では上述のように、この高圧状態とされる燃焼炉１内の圧力が、０
．２～１．０ＭＰａの範囲となるように設定されているが、これは、この燃焼炉１内の圧
力が０．２ＭＰａを下回るほど小さいと、排気口１１から排出されて排気管１２を介し上
記ガスタービン１４に供給される燃焼排ガスＧの圧力も小さくなり、補助燃焼炉１９に多
くの補助燃料Ｒを供給して補助燃焼排ガスＣを増大させなければガスタービン１４を駆動
することができなくなるため、効率的なエネルギー回収が阻害されるおそれがあるからで
ある。その一方で、逆に燃焼炉１内の圧力が１．０ＭＰａを上回るほど大きくなると、こ
の燃焼炉１の耐圧構造をより高強度のものとしなげればならず、エネルギーの回収効率と
比較しても却って非経済的となるおそれがあるので、この燃焼炉１内の圧力は、常圧より
高圧でも本実施形態のように０．２～１．０ＭＰａの範囲に設定されるのが望ましい。
【００１７】
　一方、本実施形態では、上記燃焼排ガスＧのエネルギーによって駆動されるガスタービ
ン１４が、コンプレッサー１７に連結されて該コンプレッサー１７を駆動しており、この
コンプレッサー１７によって加圧された圧縮空気の一部が予熱器１５によって加熱されて
高温・高圧の燃焼用空気Ａとして燃焼炉１や補助燃焼炉１９に供給可能とされている。す
なわち、上述のように燃焼炉１内を常圧よりも高圧の状態とするのに、この高圧とされた
燃焼炉１から排出される燃焼排ガスＧのエネルギーが利用されており、例えばこの燃焼炉
１内を高圧状態とするのに、独自に駆動されるコンプレッサーを用いて燃焼用空気を加圧
したりするのに比べ、回収されたエネルギーのより効率的な利用を図ることが可能となる
。しかも、前記コンプレッサー１７で加圧された圧縮空気の残部は、圧空気利用手段２５
としての熱処理装置内あるいは熱処理装置に付随する設備などで利用するようにしている
ので、より一層のエネルギーの有効利用が図られることとなる。前記圧縮空気の残部の使
用用途に関しては、特に限定されない。即ち、前記圧空利用手段２５が何であるかは問わ
ないが、例えば、昇圧ポンプ、発電機や空調設備等の駆動原として利用する。ここで、コ
ンプレッサー１７で加圧された圧縮空気の分配は、従来既知の分配器を使用するのが容易
である。すなわち、コンプレッサー１７の後段に分配器を設置することで簡易に圧縮空気
を分配することができる。
【００１８】
　さらに、本実施形態では、このコンプレッサー１７を介して上記ガスタービン１４に発
電機１８が連結されていて、コンプレッサー１７を駆動した余剰の駆動力によって発電が
可能とされているので、燃焼排ガスＧのエネルギーをさらに余すことなく回収して一層の
有効利用を促すことができる。
【００１９】
　また、本実施形態では、このコンプレッサー１７によって加圧されて分配器で分配され
た後、予熱器１５を通って加熱された燃焼用空気Ａと上記補助燃料Ｒとが補助燃焼炉１９
に供給されて燃焼可能とされ、この燃焼によって発生した補助燃焼排ガスＣが上記ガスタ
ービン１４に供給可能とされている。従って、燃焼炉１において発生した燃焼排ガスＧの
圧力が低い場合などでも、この補助燃焼炉１９において発生した補助燃焼排ガスＣを燃焼
排ガスＧと合わせてガスタービン１４に供給することにより、空気Ｂを十分な圧力にまで
加圧された状態で燃焼炉１に供給することができ、この燃焼炉１内の高圧状態を安定的に
維持することが可能となる。また、例えば当該燃焼処理装置の運転当初など、燃焼炉１内
が十分な圧力にまで昇圧されていないときでも、この補助燃焼炉１９から補助燃焼排ガス
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Ｃをガスタービン１４に供給して空気Ｂをコンプレッサー１７で加圧したり予熱器１５で
加熱したりすることにより、速やかに高温高圧の燃焼用空気Ａを燃焼炉１に供給すること
ができ、従って燃焼炉１内が所定の高圧状態となるまでの立ち上がり時間を短縮してさら
に効率的な処理物Ｐの燃焼処理を促すことも可能となる。なお、この補助燃焼炉１９から
の排気管２１は、燃焼炉１からの排気管１２に接続されることなく、直接ガスタービン１
４に接続されていてもよい。
【００２０】
　ところで、本実施形態では、このようにコンプレッサー１７によって空気Ｂを加圧して
圧縮空気としたのち予熱器１５で加熱して燃焼炉１に燃焼用空気Ａとして供給するように
しているが、図１に破線で示すように例えばこれらコンプレッサー１７と予熱器１５との
間に酸素ＰＳＡ装置２２を介装してガスタービン１４により駆動するようにしてもよい。
すなわち、この酸素ＰＳＡ装置２２によれば、周知のように加圧された圧縮空気中の窒素
を吸着することにより酸素濃度を増大させることが可能であるので、こうしてガスタービ
ン１４によって酸素ＰＳＡ装置２２を駆動してコンプレッサー１７で加圧された圧縮空気
の酸素濃度を増大させ、さらに予熱器１５で加熱して燃焼用空気Ａとして燃焼炉１に供給
することにより、当該燃焼炉１における処理物Ｐの燃焼効率の向上を図って補助燃料Ｒの
使用量を削減したりすることができ、より一層経済的な燃焼処理を促すことができる。こ
の場合は、コンプレッサー１７の後段に設けた分配器等により圧縮空気を分配して、燃焼
炉１および補助燃焼炉１９に供給すべき量として必要な量の圧縮空気量を酸素ＰＳＡ装置
２２に導き、残部は汎用性の高い圧縮空気として利用できるようにする。
【００２１】
　こうして必要量の高酸素濃度の燃焼用空気Ａによって処理物Ｐや補助燃料Ｒが燃焼させ
られることにより発生した燃焼排ガスＧは、その組成の大部分が水蒸気と二酸化炭素とな
るので、これを例えば上記排ガス処理装置１６において冷却することにより水蒸気を凝縮
させれば、当該燃焼排ガスＧは二酸化炭素が主体のものとなり、この二酸化炭素の回収や
除去が、窒素が大部分を占める通常の空気により発生した燃焼排ガスＧに比べ、容易とな
る。従って、このようにガスタービン１４によって酸素ＰＳＡ装置２２を駆動して燃焼炉
１に高酸素濃度の燃焼用空気Ａを供給すれば、排ガス処理装置１６を介して最終的に大気
に放出される排気の二酸化炭素濃度を大幅に低減することができ、近年の地球温暖化の原
因ともされる二酸化炭素の排出量の削減にも寄与することが可能な燃焼処理装置を提供す
ることが可能となる。
【００２２】
　＜実施例＞
　次に、図１に示した実施形態の燃焼処理装置により高水分含有処理物Ｐを燃焼処理した
ときの実施例について説明する。本実施例では、まず第１の実施例として、コンプレッサ
ー１７によって加圧された圧縮空気Ｂを、酸素ＰＳＡ装置２２を介することなく直接予熱
器１５に供給して加熱して燃焼用空気Ａとして燃焼炉１に供給し、廃液を処理物Ｐとして
燃焼処理した。なお、この廃液は水分８９ｗｔ％、有機分１１ｗｔ％で、有機分の発熱量
は２７ＭＪ／ｋｇであり、これを昇圧能力１．５ＭＰａの供給ポンプ４により３８００ｋ
ｇ／ｈで燃焼炉１に供給した。また、この燃焼炉１には、同時に温度保持のための補助燃
料Ｒとして灯油８５０ｌ／ｈを供給して燃焼させた。このとき、燃焼炉１内の圧力は０．
５ＭＰａ、温度は８５０℃であった。
【００２３】
　こうして処理物Ｐおよび補助燃料Ｒを燃焼した燃焼炉１からは、１４５００ｍ 3Ｎ／ｈ
の燃焼排ガスＧが排出された。そして、この燃焼排ガスＧと、補助燃焼炉１９において補
助燃料Ｒとして灯油５０ｌ／ｈを燃焼させた補助燃焼排ガスとをガスタービン１４に供給
することにより、コンプレッサー１７を駆動して空気Ｂを加圧圧縮するとともに発電機１
８も駆動した。このときのガスタービン１４の入口排ガスは温度８８０℃、圧力０．４６
ＭＰａ、流量１５０００ｍ 3Ｎ／ｈであり、出口排ガスは温度５５０℃であった。また、
コンプレッサー１７の吐出空気量は約１４０００ｍ 3Ｎ／ｈであった。さらに、このガス
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タービン１４から排出された燃焼排ガスＧは予熱器１５において３５０℃まで冷却され、
一方コンプレッサー１７から予熱器１５に供給された空気Ｂは４７０℃まで予熱されて、
燃焼用空気Ａとして燃焼炉１および補助燃焼炉１９に供給された。しかして、このとき発
電機１８においては、４００ｋｗの発電量を得ることができた。
【００２４】
　この運転において、上記燃焼炉１を所定圧力に保持するのに必要な圧縮空気量と補助燃
焼炉１９に必要な圧縮空気量の合計は、１００００ｍ 3Ｎ／ｈであり、４０００ｍ 3Ｎ／ｈ
の余剰の圧縮空気が生成されることが知見された。この圧縮空気の残部をバグフィルター
用空気、エアーシリンダー作動用空気として利用したところ、問題がないことが確認され
た。
【００２５】
　次に、第２の実施例として、図１において破線で示したようにガスタービン１４によっ
て酸素ＰＳＡ装置２２を駆動して、高酸素濃度の燃焼用空気Ａを燃焼炉１および補助燃焼
炉１９に供給し、上記第１の実施例と同じ処理物Ｐを同じ処理量で燃焼処理した。このと
き、燃焼炉１から排気される燃焼排ガスＧの排気量は６０００ｍ 3Ｎ／ｈであった。また
、補助燃焼炉１９においては第１の実施例と同じく補助燃料Ｒとして灯油約５０ｌ／ｈを
燃焼させ、その補助燃焼排ガスＣと上記燃焼排ガスＧとをガスタービン１４に供給した。
このときのガスタービン１４の入口排ガスは温度９１０℃、圧力０．４６ＭＰａ、流量６
５００ｍ 3Ｎ／ｈであり、出ロ排ガスは温度５５０℃であった。また、酸素ＰＳＡ装置２
２の吐出空気量は約１５００ｍ 3Ｎ／ｈで発電機１８では発電は行われなかった。
【００２６】
　しかして、この第２の実施例においては、上述のように第１の実施例と同じ処理物Ｐを
同じ処理量で処理するのに燃焼炉１に供給された補助燃料（灯油）Ｒの供給量は５００ｌ
／ｈであり、第１の実施例と比較して３５０ｌ／ｈ、率にして約４０％もの補助燃料Ｒの
使用量の節約が可能であった。また、この第２実施例においても、酸素ＰＳＡ装置２２に
供給する圧縮空気量は９０００ｍ 3Ｎ／ｈでよく、実に５０００ｍ 3Ｎ／ｈの余剰圧縮空気
が生成されることが知見された。
【００２７】
【発明の効果】
　以上説明したように、本発明の燃焼処理装置および燃焼処理方法によれば、燃焼炉内を
高圧状態として高水分含有処理物を燃焼させることにより、この燃焼によって発生したエ
ネルギーの一層の回収、有効利用を図ることができる。即ち、この燃焼炉において発生し
た燃焼排ガスをガスタービンに供給するとともに、このガスタービンによってコンプレッ
サーを駆動することにより、空気等のガスの加圧を行うことができ、この加圧された圧縮
空気の一部を燃焼炉に供給するとともに、残部を利用することにより効率的かつ経済的に
エネルギーの有効利用を図ることができる。この燃焼炉内を高圧の状態、特に、０．２～
１．０ＭＰａとすることにより、このようなエネルギーの有効利用をより確実かつ経済的
に行うことができる。一方、前記ガスタービンにより酸素ＰＳＡ装置を駆動可能とするこ
ともでき、これにより発生した酸素を上記燃焼炉に供給すれば、その燃焼効率を向上させ
て補助燃料の節約を図ったり、排気からの二酸化炭素の回収や除去を容易にして二酸化炭
素排出量の削減を促したりすることができる。勿論、上記ガスタービンによって発電機を
駆動可能とすれば、エネルギーを電力として回収することができる。さらに、このガスタ
ービンに、補助燃焼炉において燃料を燃焼させて発生した補助燃焼排ガスを供給可能とす
れば、当該燃焼処理装置の安定した運転や速やかな起動を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の燃焼処理装置の一実施形態を示す概略図である。
【符号の説明】
　１…燃焼炉、１４…ガスタービン、１５…予熱器、１７…コンプレッサー、１８…発電
機、１９…補助燃焼炉、２２…酸素ＰＳＡ装置、２５…圧空利用手段、Ｐ…処理物、Ｒ…
補助燃料、Ａ…燃焼用空気、Ｇ…燃焼排ガス、Ｂ…空気、Ｃ…補助燃焼排ガス。
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【 図 １ 】

(8) JP 3934948 B2 2007.6.20



フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
                        Ｆ２３ＧＦ２３ＧＦ２３ＧＦ２３ＧＦ２３ＧＦ２３ＧＦ２３ＧＦ２３Ｇ   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)   7/04     (2006.01)           Ｆ２３Ｇ   7/04    ６０１Ｚ          　　　　　
   　　　　                                Ｆ２３Ｇ   7/04    ＺＡＢ　          　　　　　

(56)参考文献  特開平１１－２００８８２（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－２８７４８２（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－１６６４２４（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－３３３４０９（ＪＰ，Ａ）
              国際公開第００／６０２２５（ＷＯ，Ａ１）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              F02C  3/26-3/28、6/06
              C02F  1/02、11/06
              F01K 27/02
              F23G  7/04

(9) JP 3934948 B2 2007.6.20


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

